




第２次豊明市耐震改修促進計画

第５章 建築物の耐震化促進
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５－２ 民間が所有する建築物の耐震化促進 

１． 耐震改修の促進 

耐震改修促進法第17条に基づく耐震改修計画の認定については、所管行政庁が行うことになって

おり、また法改正により認定基準が緩和され、増改築の範囲拡大及び容積率や建ぺい率の特例措置が

創設されました。豊明市は愛知県や自主防災組織等の地元組織と協力しながら、インターネットやパ

ンフレット、広報、意向調査などを活用し、耐震改修に係る補助制度を受けるための要件の一つとな

る耐震改修計画の周知を図るとともに策定を建築物所有者に促し、耐震化の促進を図ります。 

２． 地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の特定既存耐震不適格建築物の耐震化 

豊明市は、地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、

所有する建築物が特定既存耐震不適格建築物であることがわかるように、市の広報やホームページ、

パンフレット、意向調査等を用いて情報発信します。また、所有者に対し耐震化の必要性や効果につ

いての意識啓発を行うとともに、耐震診断、耐震改修に係る補助・助成制度をPRして耐震化の促進

を図ります。

３． 民間建築物の耐震化に対する支援策 

愛知県では、民間建築物の所有者に対し耐震化の必要性や効果についての意識啓発を行うと共に、

民間建築物や地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物について、耐震診断費補助及び耐震改

修費補助の新設や拡充を検討するとしています。 

豊明市は、愛知県との連携の下、耐震診断、耐震改修に係る補助・助成制度の創設及び新設・拡充

を検討し、耐震化の促進を図ります。 

愛知県や地元組織と協力しながら耐震改修を促進 

所有者に対する情報発信とともに、補助・助成制度をＰＲして耐震化を促進 

耐震診断、耐震改修に係る補助・助成制度の創設及び新設・拡充を検討（２３頁参照） 






